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法曹有資格者の海外展開に関する分科会（第２回）出席者名簿 

（平成２５年１１月２７日） 

 

元ＷＴＯ上級委員会委員，株式会社国際経済研究所理事長， 大 島 正太郎（座長） 
東京大学大学院法学政治学研究科客員教授                

早稲田大学大学院法務研究科教授            道垣内 正 人 

内閣官房法曹養成制度改革推進室参事官                中 西 一 裕 

内閣官房法曹養成制度改革推進室参事官補佐            佐 熊 真紀子 

法務省大臣官房司法法制部参事官                       鈴 木 昭 洋 

法務省大臣官房司法法制部官房付            中 島 行 雄 

法務省法務総合研究所国際協力部教官          須 田   大 

外務省経済局政策課長                  赤 松 秀 一 

海外業務研究会（森・濱田松本法律事務所）             石 本 茂 彦 

海外業務研究会（シティユーワ法律事務所）             片 山 典 之 

日本商工会議所国際部担当部長             赤  木      剛 

日本弁護士連合会事務次長                  大 貫 裕 仁 

日本弁護士連合会中小企業の海外展開業務の法的支援   武 藤 佳 昭 

に関するワーキンググループ座長 

日本弁護士連合会国際室室長              山  本  晋  平 

 

オブザーバー 

文部科学省 

経済産業省 

中小企業庁 

独立行政法人日本貿易振興機構 
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法曹有資格者の活動領域の拡大に関する有識者懇談会  

第２回会議 意見交換事項 

 

○ 各分野について，以下のような観点から意見交換。 

 

１ 求められる法曹有資格者の資質とその養成 

(1) 専門性 

   弁護士としての実務経験 

   語学（求められるTOEFLの具体的なスコア等） 

   その他の専門的能力（法律以外の専門的知識，法学以外の学位の有無等） 

(2) 社会人経験の有無等 

(3) 法科大学院・司法試験・司法修習生考試の成績 

(4) 資質の涵養のための養成（今後の課題を含む） 

   法科大学院での教育 

   司法修習での教育 

   弁護士登録後の継続教育（弁護士会の研修・法科大学院での継続教育等） 

(5) その他 

 

２ 法曹有資格者の活用形態に関する課題 

(1) 組織内の法曹有資格者の採用の在り方と課題 

   任期付採用・中途採用 

   一般社員・職員としての採用 

   顧問弁護士との役割の違い 

(2) 外部からの連携・支援の在り方と課題 

 

３ 新たな活動領域での業務を遂行する上での課題 

(1) 新しい類型の業務を行うに際しての課題等 

(2) 新たな分野で業務を行うための意識，発想の転換等 

 

資料２

3 / 51



４ ニーズに対応した柔軟な活用の在り方 

(1) 事務所経営，既存の顧客との関係，任期満了後のキャリアパス等 

(2) マッチングの方策 
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法曹有資格者の活動領域の拡大に関する有識者懇談会  

経過報告 

 

平成２５年１１月１１日 

法曹有資格者の活動領域の拡大に関する有識者懇談会 座長 大島正太郎 

 

法曹有資格者の活動領域の拡大に関する有識者懇談会（以下「有識者懇談会」という。）の活

動状況について，以下のとおり法曹養成制度改革推進室に経過を報告する。 

 

１ 有識者懇談会における検討状況等 

(1) 有識者懇談会は，別添平成２５年９月２４日付け法務大臣決定により設置された（別添１）。 

同年１０月１１日に開催された第１回有識者懇談会では，各分野における法曹有資格者の活

動領域の拡大に向けた企画・試行を実施するため，国・地方自治体・福祉等の分野における法

曹有資格者の活動領域の拡大に関する分科会（以下「国・自治体・福祉等分科会」という。），

企業の分野における法曹有資格者の活動領域の拡大に関する分科会（以下「企業分科会」とい

う。）及び法曹有資格者の海外展開に関する分科会（以下「海外展開分科会」という。）の３

つの分科会が設置された（分科会の設置に関する決定は別添２のとおり）。また，事務局であ

る法務省から，活動領域の拡大のための試行案が提出され，これらの試行案について各分科会

で実施することとされた。 

その後，法曹有資格者の活動領域の拡大のための方策について，有識者による意見交換が行

われた。 

 

(2) 上記(1)のとおり３つの分科会が設置された後，平成２５年１０月１５日に海外展開分科会，

同月２９日に企業分科会，同月３０日に国・自治体・福祉等分科会がそれぞれ開催された。 

  各分科会では，前記の法務省提出に係る試行案が紹介されたほか，日本弁護士連合会からも

試行案が提出された。また，法務省及び日本弁護士連合会から提出された試行案の実施等につ

いて，分科会に出席した有識者らによる意見交換が行われた。これらの試行案の取組状況は，

今後，分科会で分析・検討の上，有識者懇談会に報告される予定である。 
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 2

(3) 平成２５年１１月８日に開催された第２回有識者懇談会では，前記(2)のとおり開催された各

分科会の結果について，各分科会の座長から報告がなされた。 

  その後，活動領域の拡大に関し，求められる法曹有資格者の資質とその養成，法曹有資格者

の活用形態に関する課題，新たな活動領域で業務を遂行する上での課題，ニーズに対応した柔

軟な活用の在り方といった点について，有識者による意見交換が行われた。 

  意見交換では，活動領域の拡大のためには，現場に触れる機会を増やす，あるいは，国際的

な人材養成を目指すなど，法曹の養成過程において新たな活動領域に対応する多様な能力を身

に付けさせる必要があること，顧問弁護士の活用，常勤・非常勤の組織内有資格者の採用など，

法曹の多様な活用方法が検討されるべきこと，採算化が難しい分野では日本司法支援センター

の活用が重要であること，社会全体での議論や取り組みが重要であること，日弁連や各弁護士

会の支援も重要であることなどが指摘された。 

以 上 
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第１８回弁護士業務改革シンポジウム 
第７分科会「弁護士による中小企業の海外展開支援」 
～あなたの町の中小企業の挑戦を支えよう～ 

 

進 行 予 定 
 
日 時 ２０１３年１１月８日（金）午前１０時４０分～午後４時３０分 
場 所 神戸ポートピアホテル「大輪田」Ｂ 
１０：４０ なぜ今、弁護士による中小企業の海外展開支援なのか                                

 武藤 佳昭（弁護士・東京弁護士会会員） 
１１：００ アンケート等発表                                
      久野  実（弁護士・愛知県弁護士会会員） 
１１：２０ 弁護士が中小企業の海外展開支援を行うための道筋                               

樋口 一磨（弁護士・東京弁護士会会員） 
 
１２：００ 【 休   憩 】／ １時間                               
 
１３：００ 基調報告                               
      梁島 利道氏（中小企業庁経営支援部新事業促進課長）  
１３：２０ 連携団体からの報告                             
      戸塚 隆友氏（日本貿易振興機構ビジネス情報サービス部ビジネス情報サー

ビス課長） 
久保 幸一氏（株式会社日本政策金融公庫国民生活事業神戸創業支援センタ

ー所長）  
１３：４０ 地域における取組みの報告                             
      田 建介（弁護士・福岡県弁護士会会員） 
      松井  仁（弁護士・福岡県弁護士会会員） 
      中村  崇（弁護士・新潟県弁護士会会員） 
１４：１０ 【 休   憩 】／ １０分間                         
１４：２０ パネルディスカッション                        
テーマ「日本の中小企業の海外展開支援業務の今後の発展について」 
「日本の弁護士は，海外展開業務において，どのような活躍が期待できるか」 

【パネリスト】 
①畑野 裕司氏（みなとコンサルティング株式会社取締役） 
②檀特 竜王氏（神戸市アジア進出支援センター所長） 
③鮑  悦初氏（株式会社廣記商行取締役会長） 
④戸塚 隆友氏（日本貿易振興機構ビジネス情報サービス部ビジネス情報サービス課長） 
⑤藤本 一郎（弁護士・大阪弁護士会会員） 
【司   会】 
加藤 文人（弁護士・大阪弁護士会会員） 
平良 夏紀（弁護士・兵庫県弁護士会会員） 
１６：２０ 総括                                 

土森 俊秀（弁護士・第７分科会座長） 
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日本貿易振興機構（ジェトロ）日本貿易振興機構（ジェトロ）
の海外展開支援

第18回弁護士業務改革シンポジウム

の海外展開支援

第18回弁護士業務改革シンポジウム

第7分科会

2013年11月8日

日本貿易振興機構（ジェトロ）

ビジネス情報サービス課長

戸塚 隆友

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved.

1.日本貿易振興機構（ジェトロ）について

名名 称称 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）

1.日本貿易振興機構（ジェト ）について

JAPAN EXTERNAL TRADE ORGANIZATION(JETRO) 

根根 拠拠 法法 独立行政法人日本貿易振興機構法
( 年 律第 )(2002年12月13日法律第172号) 

事務所数事務所数 国 内 本部(東京)
大阪本部大阪本部
アジア経済研究所
貿易情報センター 37事務所

海 事務海 外 55カ国 73事務所

役職員数役職員数 国 内 847名
海 外 名海 外 715名
合 計 1,562名（2013年4月現在）

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 2
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1.日本貿易振興機構（ジェトロ）について

ジェトロの国内外ネットワークジ ト の国内外ネットワ ク

大阪本部

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 3
神戸事務所

1.日本貿易振興機構（ジェトロ）について

日本の成長戦略への貢献

デフレ脱却 雇用の拡大 景気の浮揚 貿易立国 産業投資立国

長

経済再生へ“三本の矢” 双発型エンジンの産業国家へ
デフレ脱却、雇用の拡大、景気の浮揚

金
融

成
長

財
政

貿易立国 産業投資立国

双発型エンジンを持つ産業国家へ

国際展開戦略に関わる重要政策課題融
政
策

長
戦
略

政
政
策

国際展開戦略に関わる重要政策課題

・規制改革の推進

・経済連携の推進

・2％の物価目
標導入

・省エネ・再エ
ネ拡大への投資
促進

・防災・減災
ニューディール

・攻めの農業政策の推進

・資源確保・インフラ輸出戦略の推進

・クールジャパンの推進標導入

・日銀による資
金供給（金融緩
和）

・中小企業の資
金繰り支援強化

・医療、農業、
教育などの分野

ュ ディ ル
の実施

・東日本大震災
からの復興加速
など

【政策実現に向けたジェトロの貢献】
①日本企業の海外展開支援、②対日投資の促進、

ク ルジャパンの推進

教育など 分野
に重点投資

など

経済再生に向け、①大胆な金融政策、②機動的な 「縮小均衡の再配分」から「成長による富の創出」

①日本企業の海外展開支援、②対日投資の促進、
③調査・研究を通じた通商政策への貢献等

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved.

経済 融 策 機
財政政策、③民間投資を喚起する成長戦略、とい
う“三本の矢”を同時展開。

縮 衡 長 富 創出
へとかじを切り、「貿易立国」と「産業投資立国」
との「双発型エンジン」を持つ産業国家へ。
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2.「日本企業の海外展開支援」について

(1)日本製品・日本ブランドの海外販路開拓支援：

2. 日本企業の海外展開支援」について

(1)日本製品・日本ブランドの海外販路開拓支援：

農林水産食品、デザイン・日用品・コンテンツなどのクリエイティブ産業、
機械・環境エネルギー・インフラシステム分野など、日本の強みを活かし
た産 製 技術など 輸出促進た産品・製品・技術などの輸出促進。

(2)企業の海外進出や海外進出先での現地活動支援：(2)企業の海外進出や海外進出先での現地活動支援：

小売、外食などのサービス産業の海外進出、中堅中小企業の新興国
への進出、共同海外進出などの支援を強化。

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 5

2.「日本企業の海外展開支援」について

例）農林水産食品分野の海外展開支援

＜北海道＞輸出量は順調に拡大
ベトナム等向け根室産冷凍サンマ

●ベトナム向け支援は3年目 2012年度に

＜栃木＞輸入解禁のチャンスをビジネスに
香港向け栃木県産牛肉

農 食 展

●ベトナム向け支援は3年目。2012年度に
ミッション派遣（１月末）やバイヤー招聘（９
月）等を実施。ベトナム以外の販路開拓も
めざし、バイヤー招聘（6月）を実施。

●根室市によると今年度のベトナム向け

●震災後輸入禁止になっていた県
産食肉の解禁（2012年3月）を受け、
とちぎ農産物マーケティング協会が
とちぎ和牛をFOOD EXPOに出展、
ジェトロ香港が食品取扱い業者向け度

根室産輸出は前年度比３倍の約３００トン。
（2010年度７トン、2011年度１００トン）バイ
ヤーとのビジネスを確立した上での消費者
向けイベント実施により、根室産サンマブ
ランドが向上。

ジェトロ香港が食品取扱い業者向け
ＰＲセミナー・中華シェフによる調理
デモ・商談会を実施。

●8月に輸出再開となり、10月には
毎 を空輸 香港

●6月にバイヤー招聘したシンガポールバ
イヤーとも成約（１６トン）

＜福島＞桃に続きりんごも輸出
タイ向け福島産桃／りんご

毎月４頭を空輸、香港内レストラン
に販売している。

＜富山＞地域一体によるブリ等水産物輸出取組み
氷見水産物輸出支援タイ向け福島産桃／りんご

●原発事故の影響で輸出がとまっていた福
島県産農産物の輸出再会を目指し、2012年
8月の桃の収穫期にタイからバイヤーを招聘
し、生産地視察や商談を実施。

氷見水産物輸出支援
●富山県氷見市では、「氷見ブリ」を筆頭に
国内市場においてブランドが確立されている。
また、過去にスポットで数回輸出したが、原
発問題による放射能検査導入以降、輸出がし、生産地視察や商談を実施。

●同年9月中旬に招聘したタイの百貨店２箇
所で福島県産桃800個（600円／個）が販売さ
れ、完売。また、ジェトロバンコクがタイ王室、
タイ商業大臣等要人に桃の献上をアレンジし

できない事例が出ている。

●今年度中に氷見市及び同周辺地域にお
ける水産物の生産者向け輸出実態・海外
ニーズ基礎調査を実施。今後はジェトロ富山
主催で 氷見市及び同周辺地域における水た。福島県産農産物としては、初の輸出。

●続いて、同年12月には、福島市と伊達市
の農家2軒で栽培した「ふじ」を現地商業施
設での販売に成功（1個360円）。

主催で、氷見市及び同周辺地域における水
産物輸出関連生産者・企業らとともに、持続
的な輸出の実現を目指し、研究会の開催、
海外市場FS調査等を通じて輸出計画、試験
輸送の実施の検討を開始。
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3.ジェトロの支援内容

(1)海外ビジネス情報・経済情報の提供：

海外情報ファイル（J-ファイル） 海外ビジネスセミナー 通商弘報海外海外情報情報ファイル（ファイル（JJ--ファイルファイル））海外情報ファイル（J-ファイル） 、海外ビジネスセミナー、通商弘報、

ビジネスライブラリー、海外ミニ調査、知財保護対策など。

(2)貿易投資相談：

海外海外情報情報ファイル（ファイル（JJ ファイルファイル））

(3)商談機会の提供：

海外 本市 会出 派遣 海外バ と 内 商談会

WEBWEB相談、アドバイザーによる個別相談、海外ブリーフィングなど。相談、アドバイザーによる個別相談、海外ブリーフィングなど。

海外見本市・展示会出展、ミッション派遣、海外バイヤーとの国内の商談会、

TTPP（引き合いマッチングシステム）など。

(4)個別企業支援：(4)個別企業支援：

輸出有望案件専門家派遣、 新興国進出支援専門家派遣 、サービス産業

の海外進出個別案件支援、ビジネスサポートセンター（海外）など。

新興国進出支援専門家派遣新興国進出支援専門家派遣

(5)人材育成：

国際即戦力育成インターンシップ派遣、貿易実務講座、貿易実務オンライン

講座 初め 投資勉強会など講座、初めての投資勉強会など。

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 7

3.ジェトロの支援内容

例）ジェトロ海外情報ファイル（Jファイル）

J-FILEとは：
ジェトロの海外ネットワークを通じて収集した世界60ヶ国・地域の経済概況などの基礎指標の解
説 経済統計 貿易・投資制度に関する情報を ジェトロのホームページにて無料提供

例）ジ ト 海外情報ファイル（Jファイル）

説、経済統計、貿易・投資制度に関する情報を、ジェトロのホームページにて無料提供。

日頃、ジェトロに寄せられる貿易・投資に関する
相談や関連レポートも閲覧可能。

↓↓
つまり、ちょっとした疑問や制度は、自分で調べ
て回答を発見できる！

htt // j t j / ld/http://www.jetro.go.jp/world/
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3.ジェトロの支援内容

例）アドバイザーによる貿易投資相談

貿易投資相談 年間50 000件以上
ジェトロ

例）アド イザ による貿易投資相談

貿易投資相談

輸出入・現地拠点設立等の貿易投資に関する相談を受け付けています

実務経験豊富なアドバイザ （企業OB）との個別面談 【要予約】

年間50,000件以上
基本活動

輸出入に関する
手続きや法規制

実務経験豊富なアドバイザー（企業OB）との個別面談 【要予約】

お申し込みいただく前に是非ご覧ください
面談をより有意義なものにしていただくために ジェトロサイトを

輸出に係わる
現地の法規制

面談をより有意義なものにしていただくために、ジェトロサイトを
ご活用ください。具体的なご質問ほど有効な回答が可能になります。

現地の法規制

海外に会社設立
手続きや法規制手続きや法規制

貿易投資相談Ｑ＆Ａ 制度・企画関連法規

詳細は ウェブサイト「貿易投資相談」

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved 

詳細は、ウェブサイト「貿易投資相談」

http://www.jetro.go.jp/services/advice/
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3.ジェトロの支援内容

例）新興国進出支援専門家派遣

 新興国進出を目指す中堅・中小企業に対し、海外ビジネス経験豊富な企業OB
等のシニア人材を活用してハンズオンの手取り足取りで個別支援する 。

例）新興国進出支援専門家派遣

■新興国需要取り込みのための多角的な新興国展開が急務

中堅・中小企業

かつて海外事業を切り
海外経験を生かして 中

■一方、中堅・中小企業は、経験・人材不足により自力展開が困難

個別支援

開いた人材がリタイヤ
時期を迎える
事業環境の変化による、
人員再配置の動き

海外経験を生かして、中
堅・中小企業の海外進出
に貢献したいという熱意
のあるOB人材

ジェトロ

専門家として契約

人員再配置の動きのあるOB人材

現役シニア人材企業OB等

中堅 中小企業 1 000社を個別支援
【支援イメージ】

支援のイメージ（製造機械メーカー）

中堅・中小企業 1,000社を個別支援

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 

○新興国の成長を踏まえ、2000年代半ばより新興国市場 展開を検討。一方、社内に海外展開経験を持つ人材が
不足していたため、商社ＯＢの専門的アドバイスにより 、 2010年にベトナム現地工場の立ち上げに成功。
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4.日本弁護士連合会との関係
国内 関係機関と 連携強化を進めるジ ト

（1）日本商工会議所（2012年9月）
中小企業の海外展開支援に係る覚書を締結 全国514商工会議所の支援中小企業129万社のニーズに対応

１．独立行政法人・全国団体との覚書締結

国内の関係機関との連携強化を進めるジェトロ

中小企業の海外展開支援に係る覚書を締結。全国514商工会議所の支援中小企業129万社のニ ズに対応。

（（33）日本弁護士連合会（）日本弁護士連合会（20122012年年55月）月）
双方 支援 キ ムを顧客に紹介し合う内容 覚書を締結 顧客サ ビ 向上に資する協力関係を構築双方 支援 キ ムを顧客に紹介し合う内容 覚書を締結 顧客サ ビ 向上に資する協力関係を構築

（2）中小企業基盤整備機構（2012年8月）
中小企業の海外展開支援等に係る覚書を締結。国内拠点での業務協力体制を構築。

双方の支援スキームを顧客に紹介し合う内容の覚書を締結。顧客サービス向上に資する協力関係を構築。双方の支援スキームを顧客に紹介し合う内容の覚書を締結。顧客サービス向上に資する協力関係を構築。

（1）日本政策金融公庫（2012年10月）

２．金融機関との覚書締結

（2）商工組合中央金庫（2011年2月）
商工中金の顧客に対する支援や人材育成、定期意見交換会の開催に関する覚書を締結。

中小企業等の海外展開を両者で連携し支援するため、覚書を締結。ジェトロは顧客の裾野拡大、日本公庫は
ジェトロの海外情報が活用促進のメリットを享受。

（3）地域金融機関（2011年1月、中小企業等海外交流支援制度を導入）
全国地方銀行協会等を通じて各金融機関と連携し、国内事務所・海外事務所で人材を受け入れ。

顧 援

３．自治体との覚書締結

（1）富山県（2012年4月）
富山県内企業の海外展開支援にかかる覚書を締結。地元企業の共同進出先選定に向けた調査を実施。

（2）兵庫県（2012年12月）
双方の国内外拠点が協力し 海外展開中小企業の発掘や進出兵庫県企業への支援などに対応

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 

双方の国内外拠点が協力し、海外展開中小企業の発掘や進出兵庫県企業への支援などに対応。

11

(3)三重県（2013年5月）
三重県と連携して、農林水産物の海外販路開拓など三重県企業等の海外展開を支援。

4.日本弁護士連合会との関係

中小企業海外展開支援弁護士紹介制度を紹介

制度を紹介した相談案件の内訳

中小企業海外展開支援弁護士紹介制度を紹介

（2013年度上半期分59件）

契約 輸出入契約 ライセンス契約 コンサル契約 PL関連 知財関連 アジア 中国 インドネシア 台湾 タイ 韓国契約
トラルブ対応
海外法務

輸出入契約、ライセンス契約、コンサル契約、PL関連、知財関連
債権回収、知財、集団訴訟、補償、詐欺？
現地法人設立、労務、三国間取引

アジア
北米
欧州

中国、インドネシア、台湾、タイ、韓国
米国、メキシコ
英国、ドイツ

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 12

注）相談報告に「紹介」と明示されたもののみをカウント。

出所：ジェトロ
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5.ジェトロが受ける法務関連相談

(1)予防的/事前準備：(1)予防的/事前準備：
契約書のポイント（輸出入取引、代理店、技術貿易、フランチャイズ、
コンサルティング）、レイオフ・拠点閉鎖準備の進め方、知財対策など。

(2)トラブル対応：
代金回収、貿易条件の相違、商品クレーム、知財問題

(3)弁護士紹介：
日本（対日投資）、日本と海外に精通（貿易、進出）、海外（進出）など。

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 13

【参考】図表1）中小企業の海外進出について今後（3年程度）の方針

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 14
出所：「2013年版ジェトロ世界貿易投資報告」
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【参考】図表1）海外ビジネスリスクの3分類表

出所：「2013年版ジェトロ世界貿易投資報告」

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 15

【参考】図表3）新興国ビジネスにおけるリスク・問題点表

Copyright (C) 2013 JETRO. All rights reserved. 16

出所：「2013年版ジェトロ世界貿易投資報告」

資料９

50 / 51



人
　
材
　
育
　
成
　
事
　
業
　
（
案
）

●
研
修
の
実
践
（
例
え
ば
、
経
済
人
や
支
援
機
関
担
当
者
に
よ
る
講
義
et
c.
）

～
こ
れ

ま
で
の

実
践

例
～

・
ラ
イ
ブ
実
務
研
修
「
中
小
企
業
の
海
外
展
開
サ
ポ
ー
ト
に
お
け
る
法
律
実
務
」

・
eラ

ー
ニ
ン
グ
「
中
小
企
業
の
海
外
展
開
業
務
に
関
わ
る
実
務
上
の
諸
問
題
」

●
法
科
大
学
院
、
司
法
試
験
、
司
法
修
習

に
お
け
る
国
際
化
を
意
識
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発

や
試
験

～
こ
れ

ま
で
の

実
践

例
～

・
国
際
分
野
の
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
を
目
指
す
法
律
家
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
【
主

催
：
日

弁
連

、
共

催
：
法

務
省

・
外

務
省

、
後

援
：
法

科
大
学
院
協
会
・
国
際
法
学
会
】

・
鶴
岡
公
二
外
務
省
総
合
外
交
政
策
局
長
特
別
講
演
国
際
社
会
と
法
律
家
の
可
能
性
～
日
本
の
実
務
法
曹
へ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

～ ・
セ
ミ
ナ
ー
の
開

催
【
広
島
平
和
構
築
人
材
育
成
セ
ン
タ
ー
（
外
務
省
事
業
委
託
先
機
関
）
と
共
催
】

●
国
際
機
関
等
で
の
研
修
の
実

践

（
在

外
の

国
際

機
関

で
の

イ
ン
タ
ー
ン
et
c.
）

～
こ
れ

ま
で
の

実
践

例
～

・
海
外
弁
護
士
会
と
交
換
イ
ン
タ
ー
ン
（
20

13
.1
 日

弁
連

、
香

港
律

師
会

と
覚

書
締

結
）

・
駐
日
国
際
機
関
（
国
際
労
働
機
関
（
IL
O
）
、
赤

十
字

国
際

委
員
会
（
IC
RC

）
）
で
の
イ
ン
タ
ー
ン

●
国
際
機
関
等
へ
の
就
職
支
援
等

●
海
外
分
野
に
精
通
し
た
弁
護
士
と
共
同

で
の
実
務
経
験
の
蓄
積

●
現
地
法
令
・
現
地
情
報
の
蓄
積

→
海

外
分

野
担

当
弁

護
士

の
拡

充

実 践 ・ 実 務 法 曹 養 成

資料10

51 / 51


	01 【第2回海外展開分科会分科会】出席者名簿（改訂版）.pdf
	02 意見交換事項
	03 20131111有識者懇談会から推進室への報告（大島座長了）
	04 法務省試行案ポンチ絵
	05 【取扱注意】各国の外国弁護士受入制度
	06 【取扱注意】中小企業海外展開弁護士紹介制度の利用実績
	07 第18回弁護士業務改革シンポジウム第7分科会　進行予定
	08 中小企業の海外展開案件等に係るアンケート（再）
	09 日本貿易振興機構（ジェトロ）の海外展開支援
	10 人材育成事業案（中島様ご修正ご助言後）



